
府
民
施
策
と
「
財
政
再
建
」
に
と
っ
て
、

重
大
な
欠
陥
を
も
つ
Ｐ
Ｔ
案
は
撤
回
せ
よ

辻
委
員
長
は
冒
頭
、
橋
下
知
事
に
対
し

次
の
二
点
を
要
請
し
ま
し
た
。

第
一
に
、
Ｐ
Ｔ
案
に
対
す
る
庁
内
論
議

の
中
で
も
、
退
職
手
当
債
の
発
行
、
三
五

人
学
級
の
継
続
、
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
へ

の
補
助
金
廃
止
の
見
直
し
が
示
さ
れ
た
が
、

こ
の
こ
と
は
、
Ｐ
Ｔ
案
が
府
民
施
策
や
財

政
再
建
の
点
か
ら
も
重
大
な
欠
陥
を
抱
え

て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
も
の
と
指
摘
し
、

一
一
〇
〇
億
円
と
い
う
枠
組
み
そ
の
も
の

の
見
直
し
を
要
求
し
ま
し
た
。

第
二
に
、
府
人
事
委
員
会
の
勧
告
も
な

い
中
で
、
人
件
費
削
減
を
提
案
、
予
算
化

さ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
は
、
憲
法
・

地
公
法
に
基
づ
く
賃
金
決
定
シ
ス
テ
ム
を

否
定
し
、
「
人
勧
尊
重
」
と
明
言
し
て
き

た
府
当
局
の
根
本
方
針
を
も
自
己
否
定
す

る
こ
と
で
あ
り
、
欠
陥
が
明
ら
か
に
な
っ

た
Ｐ
Ｔ
案
、
そ
れ
を
根
拠
に
し
た
人
件
費

削
減
の
撤
回
を
迫
り
ま
し
た
。

府労組連ニュース

知
事
「
重
い
、
つ
ら
い
、
暗
い
改
革

に
協
力
を
」
と
、
自
治
体
の
役
割
を

放
棄橋

下
知
事
は
「
赤
字
の
原
因
は
、

収
入
に
見
合
っ
た
削
減
策
が
不
十
分

だ
っ
た
」
と
述
べ
る
な
ど
、
赤
字
を

膨
ら
ま
せ
て
き
た
原
因
を
明
ら
か
に

せ
ず
に
、
ま
た
府
政
の
ビ
ジ
ョ
ン
も

語
ら
な
い
ま
ま
、
あ
く
ま
で
一
一
〇

〇
億
円
の
改
革
目
標
に
固
執
し
ま
し

た
。
こ
れ
ら
は
、
府
民
と
職
員
生
活

を
守
る
と
い
う
、
知
事
と
し
て
の
責

任
、
自
治
体
の
役
割
を
放
棄
す
る
姿

勢
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

府
民
生
活
守
る
財
政
再
建
こ
そ

府
労
組
連
は
、
赤
字
の
原
因
は
、

無
駄
な
開
発
事
業
と
同
和
事
業
を
続

け
て
き
た
府
の
施
策
と
、
国
の
地
方

財
政
締
め
付
け
に
原
因
が
あ
る
と
指

摘
。
府
施
策
の
転
換
と
国
に
対
す
る

要
請
を
主
権
者
で
あ
る
府
民
と
と
も

に
進
め
て
い
く
こ
と
を
要
求
し
、
府

民
生
活
を
支
え
、
財
政
再
建
す
る
こ

と
を
求
め
ま
し
た
。

人
勧
制
度
を
根
本
か
ら
否
定
す
賃
金

削
減
は
、
断
固
認
め
ら
れ
な
い
。

当
局
は
、
「
人
勧
制
度
は
維
持
・

尊
重
す
べ
き
も
の
」
と
い
い
な
が
ら
、

「
三
年
間
に
限
っ
た
提
案
。
部
分
的

な
見
直
し
、
改
良
は
必
要
」
と
回
答
。

府
労
組
連
は
、
使
用
者
と
し
て
最
低

限
守
る
べ
き
人
勧
制
度
を
否
定
す
る

姿
勢
を
批
判
す
る
と
と
も
に
、
絶
対

に
容
認
で
き
な
い
も
の
だ
と
厳
し
く

追
及
し
ま
し
た
。

教
務
事
務
補
助
員
等
の
廃
止
は
撤
回

せ
よ教

務
事
務
補
助
員
等
の
問
題
で
は
、

「
Ｐ
Ｔ
案
か
ら
案
に
む
け
て
、
庁
内

論
議
を
行
な
っ
て
い
る
」
と
繰
り
返

す
当
局
に
対
し
、
「
府
教
委
が
制
度

存
続
の
立
場
を
と
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
」
と
府
教
委
の
姿
勢
を
追
及
し

た
府
労
組
連
に
対
し
、
府
教
委
は

「
（
存
続
は
）
同
じ
姿
勢
だ
」
と
回
答

し
ま
し
た
。

府
職
労
・
大
教
組
か
ら
職
場
実
態
に
基

づ
く
怒
り
の
発
言

〈
大
教
組
〉
「
職
場
は
朝
の
八
時
か
ら

一
一
時
間
勤
務
。
土
・
日
も
ク
ラ
ブ
活

動
で
自
主
出
勤
、
過
労
死
ラ
イ
ン
だ
。

知
事
か
ら
の
手
紙
を
も
ら
っ
た
が
、
現

場
で
は
『
悪
い
こ
と
を
し
た
訳
で
は
な

い
の
に
懲
戒
以
上
の
減
額
』
と
怒
り
が

湧
き
上
が
っ
て
い
る
」

〈
大
教
組
〉
「
知
事
が
府
立
高
校
を
視

察
し
た
と
お
り
、
教
職
員
の
勤
務
実
態

は
限
界
だ
。
ま
た
、
非
常
勤
職
員
の
削

減
は
、
多
忙
化
に
拍
車
を
か
け
、
職
場

が
回
ら
な
く
な
る
。
実
験
・
実
習
や
図

書
館
開
設
な
ど
、
教
育
に
大
き
な
支
障

が
出
る
。
劣
悪
な
労
働
条
件
の
中
で
も
、

誇
り
を
も
っ
て
働
い
て
い
る
教
務
事
務

補
助
員
等
の
解
雇
は
許
さ
れ
な
い
」

〈
大
教
組
〉
「
知
事
が
支
援
学
校
を
視

察
し
た
後
の
記
者
会
見
を
見
て
、
こ
れ

か
ら
は
最
善
の
措
置
が
さ
れ
る
と
期
待

を
し
た
が
、
看
護
師
の
二
〇
％
削
減
と

報
酬
の
四
％
カ
ッ
ト
な
ど
裏
切
ら
れ
た
。

看
護
師
は
職
員
の
定
数
を
削
っ
て
配
置

し
て
い
る
。
医
師
が
配
置
さ
れ
な
い
中
、

専
門
性
の
あ
る
看
護
師
は
子
ど
も
た
ち

の
命
を
守
る
た
め
に
欠
か
せ
な
い
職
員

だ
。
現
在
で
も
劣
悪
な
条
件
の
も
と
、

辞
め
る
人
が
い
る
。
賃
金
、
労
働
条
件

を
後
退
さ
せ
る
提
案
の
撤
回
を
求
め
る
」

〈
府
職
労
〉
「
子
ど
も
家
庭
セ
ン
タ
ー

は
、
児
童
虐
待
、
保
護
者
と
の
対
応
な

ど
、
職
場
で
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
も
大
き
い
。

二
四
時
間
携
帯
電
話
を
手
元
に
置
く
な

ど
、
少
し
で
も
子
ど
も
の
安
全
を
守
り

た
い
と
言
う
思
い
だ
。
そ
ん
な
職
員
の

や
り
が
い
を
な
く
す
提
案
の
撤
回
を
」

〈
府
職
労
〉
「
自
分
は
三
九
歳
で
昨
年

二
人
目
が
生
ま
れ
た
。
こ
の
一
〇
年
間

で
賃
金
が
上
が
っ
た
の
は
妻
と
子
ど
も

の
扶
養
手
当
の
み
。
手
取
り
二
八
万
円

で
こ
れ
か
ら
も
抑
制
さ
れ
る
と
思
う
と

将
来
が
不
安
だ
。
何
の
責
任
も
な
い
な

か
で
の
人
件
費
削
減
。
な
ぜ
赤
字
に
な
っ

た
か
の
説
明
も
な
い
。
人
勧
で
も
こ
れ

以
上
の
削
減
は
す
る
べ
き
で
な
い
と
言
っ

て
い
る
。
人
件
費
削
減
の
撤
回
を
求
め

る
」

六
月
二
日
（
月
）
、
府
労
組
連
は
、
府
庁
前
の
早
朝
宣
伝
に
続
い
て
、
当
局
と

の
団
体
交
渉
を
行
な
い
ま
し
た
。
交
渉
で
は
、
橋
下
知
事
に
対
し
、
夏
季
要
求
書

と
約
二
万
四
千
（
一
次
集
計
分
）
に
の
ぼ
る
「
財
政
再
建
プ
ロ
グ
ラ
ム
試
案
」
と

人
件
費
削
減
提
案
の
撤
回
を
求
め
る
署
名
を
手
交
。
ま
た
、
府
職
労
・
大
教
組
か

ら
、
職
場
実
態
に
基
づ
く
切
実
な
声
を
紹
介
す
る
な
ど
、
知
事
に
対
し
、
提
案
の

撤
回
を
強
く
迫
り
ま
し
た
。

2008年 6月 2日

大阪府知事 橋下 徹 様

大阪府関連労働組合連合会

執行委員長 辻 保 夫

２００８年夏季要求書

大阪府職員・教職員は、定数削減のもと多忙、過密な労働実態になってい

ます。また、大阪府財政再建プログラム試案は公表以降、府民の生活や福祉、

医療、教育、文化の切り捨てであるとして、市町村長をはじめ多くの団体や

府民からその抜本的な見直しが求められています。同時に今回提案されてい

る人件費の大幅削減は、人事委員会制度そのものを否定するとともに、職員・

教職員の生活悪化をもたらすものです。

こうした下で、すべての職員・教職員が、府民と子どもたちの要求と期待

に応える職務を遂行できる賃金・労働条件を確立するため、以下のとおり要

求します。誠意をもって回答されるよう強く要請します。

１．労使慣行を遵守し、労使間の確認事項を遵守すること。

２．府民と職員に耐え難い犠牲を強いる「財政再建プログラム試案」を撤回

すること。

また、それに基づく人件費削減提案については、2008年5月20日におこなっ

た府労組連の要請事項からも認められない提案であり、撤回すること。

３．非常勤職員・臨時教職員等の賃金引き上げなど、その待遇改善をおこな

うこと。また、教務事務補助員等の雇い止めはおこなわないこと。

４．「評価・育成システム」「新人事評価制度」の「評価結果」の賃金リン

ク（一時金・昇給）は撤回すること。また、「評価・育成システム」は子

どもと教育を歪める重大な問題を含むものであり廃止・撤回すること。

「新人事評価制度」の抜本的見直しをおこなうこと。

５．一日の勤務時間の短縮、異常な長時間過密労働の解消、サービス残業の

根絶を行うこと。また、そのために必要な人員を確保すること。

６．メンタルヘルス対策の強化など、労働安全衛生対策を抜本的に拡充する

こと。


